































































































































































































L.132-14 条は、民法典 1167 条の詐害行為取消権の規定を適用するためには、















7号 98 頁以下（1961 年）、中村敏夫「アメリカにおける保険金受取人の権利」『生命
保険契約法の理論と実務』（保険毎日新聞社、1997 年）165 頁以下（＝初出：生命保
険文化研究所所報 49 号（1979 年））、藤田友敬「保険金受取人の法的地位（三）―保
険契約者の債権者との利害調整を中心として―」法学教会雑誌 109 巻 7 号 1184 頁以
下（1992 年）、山下友信「保険契約の解約返戻金請求権と民事執行・債権者代位請求」
『現代の生命・傷害保険法』（弘文堂・1999 年）145 頁以下（＝初出：金融法務事情
1157 号 6 頁（1987 年））。なお、比較的最近のものとしては、栗田達聡「ニューヨー
ク州保険法における生命保険債権保護の序章的研究」生命保険論集 162 号 215 頁以下
（2008 年）、同「ニューヨーク州保険法における生命保険債権保護の諸相」生命保険論

















Jerry Ⅱ /Douglas R. Richmond, Understanding Insurance Law, Lexis Nexis 2011 5th 
ed., p.316;Muriel L. Crawford, Law&Life Insurance contract, Irwin 1994 ; Robert E. 
Keeton/Alan I. Widiss, INSURANCE LAW, West 1988 ; Janice E. Greider/William T. 
Beadles, LAW AND THE LIFE INSURANCE CONTRACT, Irwin 1968; W. R. 
Vance, Handbook on the Law of Insurance, West 1951 3 ed.;S. Schwarzschild, Rights 
of creditors in life insurance policies , Irwin 1963,pp.321-325 ; H. C. Spencer, Rights of 
Creditors in Life Insurance in D. M. Mcgill（ed.）, The Beneficiary in Life Insuranc, 
Rev.ed.,1956,pp.41-108; Cohen, Creditor’s Rights to Insurance Proceeds as determined 






























⑷　田村祐一郎『近代生命保険業の成立』（千倉書房、1979 年）34 頁以下、J.O. スタル
ソン＝安井信夫監訳『アメリカにおける生命保険マーケティング発達史』（明治生命

































として」法学協会雑誌 115 巻 10 号 1480 頁以下（1996 年）、沢木敬郎「第三者のため
にする契約の法系別比較研究」比較 13 号 44 頁、56 頁（1956 年）参照。
⑽　沢木・前掲注（10）43 頁参照。


























⒂　Peter Karston, The “Discovery” of Law by English and American Jurists of the 
Seventeenth, Eighteenth, Nineteenth Centuries : Third-Party Beneficiary Contracts 
as a Test Case,9L. & HIST. Rev.327,340（1991）によれば、1859 年までの事件の判決
が明らかになるまでに、17 州が第三者の権利を認め、7州が否定あるいは制限してい
たとする。































































































































ドル、姉の一人（原告の母親）に 500 ドル、および別の姉とその息子に 100
ドルずつ、自分の死後夫が生きている間に不動産を利用する権利を与え、残
りをアメリカ動物虐待防止協会（the American Society for the Prevention 




































































26　Sammuel Williston, Williston on Contracts, §357（1920）; Arthue L. Corbin, 
Contracts for the Bnefit of third Persons,27 YALE L. J.,1008,1012（1918）;Karston, 
supra note（15）,333,359-360.
27　Williston, supra note（26）, §368.
28　Williston, supra note（26）, §381 ; Corbin, supra note（26）,1013; Karston, supra 
note（15）,348-353.






















































き、RESTATEMENT FIRST§§142-143 およびWilliston, supra note（26）, §§396-
397.
32　Williston, supra note（26）,§397.
































35　Williston, supra note（26）,§363 .
36　RESTATEMENT（SECOND）OF LAW OF CONTRACTS（1979）.〔hereinafter 
Restatement Second〕
37　Williston, supra note（26）,§396-397.















































































































49　Scherer v. Wahlstrom,318 S. W.2d 456（Tex. Civ. App.1958）
50　Simmons v. Simmons,272 S.W.2d 913（Tex.Civ.App. 1954）.
保険金受取人の法的地位に関する一考察（2）（桜沢） 83
人を指定していなかったことになる。それにもかかわらず、婚約が破棄され































































































































































































74　Crawford, supra note（2）,259 ; Jerry/Richmond , supra note（2）,320; Greider/
Beadles, Supra note （2）, 362; Keeton/Widiss, supra note （2）, 430-431.
75　Crawford, supra note（2）,259 ; Jerry/Richmond , supra note（2）,320; Greider/























この Substantial Compliance Rule が適用されて、保険契約者による保険
金受取人変更が肯定された事例がある77。
76　Doering v. Buechler, 146 F. 2d 784（8th Cir. 1945 ）.
77　なお、以下で掲げる事例は、Jerry /Richmond, supra note（2）,320-323 に掲載され
ている。この点に関する検討は、深澤泰弘「保険金受取人変更の効力発生に関する一
考察―米国の判例法を参考に―」生命保険論集 179 号 181 頁以下、190 頁以下（2012 年）
を参考にした。
保険金受取人の法的地位に関する一考察（2）（桜沢） 91
まず、Occidental Life Insurance Co. v. Row 事件78がある。これは次のよ
うな事案である。Aは、1962 年 3 月 12 日に、被保険者を夫 B、自己を保険
金受取人として、X社（原告）との間で生命保険契約を締結79していたが、

























































まず、Manhattan Life Ins. Co. v. Barnes 事件83である。これは次のよう
な事案である。Hは、1960 年 4 月 14 日、自己を被保険者、その妻 I を保険
金受取人として、X会社（原告）との間で団体生命保険契約を締結していた
が、Hと I はその後離婚し、1967 年 12 月 22 日に Hは死亡した。Hの死後、
Hの 3 人の娘（J、K、そして L）は自分たちに保険金受取人が変更された
旨の主張を行ってきたところ、J と Kは、Hの死亡時に I が X会社の記録
において指定されていた受取人であったことは認めているが、Hが死亡の







取人の変更を認めなかった。次に、McCarthy v. Aetna Life Ins. Co. 事件85





言を作成し、その 7年後の 1984 年にMは死亡したため、Xは保険金を求め
る本訴を提起したというものである。本件は遺言による保険金受取人変更が






























86　In re Estate of Trautman713 N. W. 2d 600（S. D. 2006）.
87　Crawford, supra note（2）,261.

























89　Mich. Comp. Laws Ann.§552.101（West 1988）
90　Minn. Stat. Ann. §61A.12（4）（West 1986）.


















































94　Cooper v. Cooper ,314 P. 2d 1（Cal. 1957）.
95　Metropolitan Life Ins. Co. v. Skov, 51 F. Supp. 470（D. Ore. 1943）.
96　McBride v. Copeland, 59 N. W. 2d 70（Mich. 1953）.
97　Crawford, supra note（2）,257.
98　Crawford, supra note（2）,257; Greider/Beadles, supra note （2）.357, 366.
























100　Crawford, supra note（2）,257.; Greider/Beadles, supra note （2）.358, 366.
 （兲）　Harris v. Copeland,59 N.W. 2d 70（Mich. 1953）.
 （关）　Crawford, supra note（2）,257; Greider/Beadles, supra note （2）.358-359, 366.

























 （兵）　Crawford, supra note（2）,244.
 （其）　Crawford, supra note（2）,244.
 （具）　Crawford, supra note（2）,244.
 （典）　Crawford, supra note（2）,244.
 （兹）　Crawford, supra note（2）,244.
 （兺）　Crawford, supra note（2）,244.
